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 国務院がクロスボーダー電子商取引小売輸入政策の継続・改善を決定 

 

11 月 21日に国務院常務会議が開催され、現行のクロスボーダー電子商取引小売輸入政策を引き続き改

善し、適用範囲の拡大を決定した。11月29日に財政部、税関総署は「クロスボーダー電子商取引小売輸

入租税政策の改善に関する通達 」（財関税 【2018】49 号）を公布し、その主な内容は下記のとおりであ

る。 

 

1．2019 年 1月1日より、現行のクロスボーダー電子商取引小売輸入監督管理政策を引き続き施行する。

クロスボーダー電子商取引小売輸入商品について、初輸入に際しての許可文書、登録又は届出手続きを実施

せず、個人使用のための輸入物品として監督管理される。 

 

2．当該政策の適用範囲はこれまでの杭州市など 15都市から、クロスボーダー電子商取引総合試験区が新

設された北京市、瀋陽市、南京市、武漢市、西安市、アモイ市など 22都市まで拡大された。なおクロスボーダ

ー電子商取引総合試験区のない都市の直接輸入業務について、関連する監督管理政策を参照して施行す

る。 

 

3．クロスボーダー電子商取引小売輸入ポジティブリスト商品に対し、限度額内でのゼロ関税、輸入増値税と

消費税の法定課税額の70％で徴収の上、優遇税制対象商品の範囲を拡大し、さらに消費者に人気の高い

63税目の商品を追加した。 

また、優遇税制対象商品の1回当たり取引限度額は、2,000 人民元から 5,000 人民元に引き上げ、なお

年間取引限度額は 1人当たり 2万人民元から 2万6,000人民元に引き上げされた。今後、住民の所得向

上に伴い引き続き増額する。 

 

4．ただし、購入されたクロスボーダー電子商取引の輸入商品は消費者の個人に最終的に使用される商品であ

るため、中国国内市場に転売してはならない。原則として、クロスボーダー電子商取引の輸入保税商品について

は、税関特殊監督管理区域以外に「ネット購入で保税＋オフラインで商品受取」方式の取引が許可されていな

い。 

 

詳細はリンク 1 リンク 2をご参照ください。 
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 クロスボーダー電子商取引小売輸入商品リストの調整に関する公告（財政部、国家発展改

革委員会、工業と情報化部、生態環境部、農業農村部、商務部、中国人民銀行、税関総

署、税務総局、市場監督管理総局薬品監督管理局、密碼管理局、瀕危物種進出口管理弁

公室 公告 2018年第 157号） 

 

2018年 11 月20日、財政部、国家発展改革委員会、工業と情報化部、生態環境部、農業農村部、商

務部、中国人民銀行、税関総署、税務総局、市場監督管理総局薬品監督管理局、密碼管理局、瀕危物

種進出口管理弁公室が共同で「クロスボーダー電子商取引小売輸入商品リストの調整に関する公告」を公布

した。 

 

調整後の「クロスボーダー電子商取引小売輸入商品リスト（2018年版）」には合計1,321品目があり、

2019年 1月 1日より実施される。同リストの実施に伴い、「クロスボーダー電子商取引小売輸入商品リストの

公布に関する財政部など 11部門の公告（2016 年第40号）」及び「クロスボーダー電子商取引小売輸入

商品リスト（第二回）の公布に関する財政部など 13部門の公告（2016 年第 47号）」による商品リスト

は廃止される。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 重要技術設備の輸入に係る税収政策関連目録の調整に関する通達（財関税【2018】42

号） 

 

2018年 11 月14日、財政部、発展改革委員会、工業と情報化部、税関総署、税務総局、国家エネルギ

ー局（NEA）の 6部署が共同で重要技術設備の輸入に係る税収政策関連目録を調整をし、その主な内容

は下記のとおりである。 

 

2019年 1月 1日より、条件を満たす国内生産企業が調整目録に記載される重要技術設備及び製品の重

要部品と原材料を輸入する際に、関税と輸入増値税を免除する。 

 

2019年 1月 1日より、承認を得て設立された輸入優遇税制を享受する企業は、調整目録の免税対象外

の重要技術設備、製品及び調達契約に記載される上記設備に係る技術並びに付属品を輸入する際に、関

連法令に従って納税しなければならない。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 「輸入医薬品通関申告書」など 7種類の監督管理書類のオンライン照合の実施に関する公

告（税関総署、国家医薬品監督管理局公告2018年第148号） 

 

税関総署及び国家医薬品監督管理局が麻酔薬品と精神薬の輸出入許可証、 輸入医療機器届出票・登

録証及び「輸入特別用途化粧品衛生許可証」、「輸入一般用途化粧品衛生許可証」の電子データと輸出

入貨物の通関電子データに対する照合は、2018 年10月29日より全国でオンラインで実施されることにな

る。 

 

これより、医薬品監督管理機関は関連法律に基づいて上記証明書類を発行し、証明書類の電子データをオン

ラインで税関に転送し、税関は通関プロセスにおいて照合作業を実施し、関連法令に従って輸出入の手続きを

行う。オンライン照合の実施前に既に書面の証明書類を受領した企業は、当該証明書類の有効期限内に書

面の証明書類を税関に提出して輸出入の手続きを遂行する。 
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なお、2018 年11月1日より、全国各地税関の輸出入係わる46種類の監督管理証明書類（秘密保持

などの特別事情を除く）の照合作業は全てオンラインで実施される。今後、企業はペーパーレスで税関に関連

書類申告を行い、税関現場への往復移動、書面書類の申請及び書類の重複提出を回避できる。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 一部商品の分類決定の公布に関する公告（税関総署公告2018年第159号） 

 

2018年 11 月 2日、税関総署はWCO による「商品名称及び HS コード協調制度」に基づき、平行二輪

車、自撮り棒など 77品目の商品分類決定に関する意見を公布し、中国税関の分類決定として 2018年 12

月 1日より実施する。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 出入国の郵送物品向けの情報化管理システム運行の関連事項に関する公告（税関総署公

告2018年第164号） 

 

2018年 11 月30日、税関総署と中国郵政集団公司は全国の出入国の郵便物を対象とする「総署対総

公司」のデータ共有を実現した。郵政企業は郵便物の送り状の電子データを採集して税関情報システムに伝送

し、送り状の情報が受取人・差出人の名称、引受国家（地域）及び具体的な住所、郵送品物の名称、数

量、重量、価格（通貨を含む）などを含む。 

 

税関は情報システムを通じて郵便物の処置結果を郵政企業に転送し、郵政企業が税関からの処置結果に基

づき郵便物に対して相応の業務処置を行わなければならない。 

 

郵政企業は郵便閉袋の入国、出国、保税転送通関（転関）の手続を行い、閉袋引渡明細表などの電子デ

ータを税関に伝送しなければならない。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 市場調達貿易方式の試行拡大に関する公告（税関総署公告2018年第167号） 

 

2018年 11 月13日、税関総署は、「市場購買貿易方式の試行拡大に関する公告」（税関総署公告

2018年第167号）を公布した。同公告によると、税関監督管理方式「市場調達」（コード：1039）の適

用範囲を温州（鹿城）軽工産品交易中心、泉州石獅服装城、湖南高橋大市場、亜洲国際家具材料交

易中心、中山市利和灯博中心、成都国際商貿城などの 6箇所の取引市場まで拡大する。具体的な実施日

期について、杭州、アモイ、長沙、広州、拱北、成都の税関が別途発行する。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 「税関専用納付書」の印刷改革の全面的な実施に関する公告（税関総署公告2018年第

169号） 

 

通関手続きの最適化や通関コストの引き下げを図るため、税関総署は、企業が「税関専用納付書」を自らプリ

ントアウトする改革を 2018年 11月 19日から全面的に実施することを決定した。 
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同公告の実施に伴い、輸出入業の企業及び単位は電子納税方式で税金を納付し、「インターネット＋税関」

の一体化オンライン業務処理プラットフォーム(http://online.customs.gov.cn) 又は国際貿易の「単一窓

口」基準版(https://www.singlewindow.cn）を通じて電子版の「税関専用納付書」をダウンロードでき、

又は税関現場に「税関専用納付書」のプリントアウトも申請できる。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 国境・港湾における衛生許可審査時間の短縮に関する公告（税関総署公告2018年第

173号） 

 

税関総署は『「証照分離（営業証明書とその他許可書の分離）」改革の全国普及に関する国務院の通達』

（国発〔2018〕35 号）に従い、2019 年 1月 1日より「国境・港湾衛生許可証の審査・発行」の審査・承

認時限を13営業日まで圧縮し、各管轄税関が国境・港湾衛生許可書申請の受理日から13営業日以内

に行政許可の可否を明示しなければならないと公告した。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 「税関認証企業基準」の公布に関する公告（税関総署公告2018年第177号） 

 

2018年 11 月22日、税関総署は「中華人民共和国税関企業信用管理弁法」（税関総署令第237

号）に関連する「税関認証企業基準」を公布した。同基準は、共通基準、輸出入貨物の受取人・荷送人、

通関企業、外国貿易総合サービス企業に関する個別基準を含む。 

 

また、新高級認証基準はこれまでの 5類18条32項から 4類 17条 31項に調整され、新一般認証基準

はこれまでの 5類18条 29項から4類 17条29項に調整された。新認証基準は元の認証基準に比べて

商品検査内容、必須財務指標及び情報システム要求が加えられた。 

 

同公告は、2019 年 1月 1日より施行される。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 「中華人民共和国税関企業信用管理弁法」の関連事項の実施に関する公告（税関総署公

告2018年第178号） 

 

2018年 11 月27日、税関総署は「中華人民共和国税関企業信用管理弁法」の関連事項の実施に関す

る公告を公布した。 

 

同公告によると、企業が国境衛生検疫、出入国動植物検疫、輸出入食品化粧品安全、輸出入商品検査の

法令に違反して刑事責任を追及された場合、税関は当該企業を信用喪失企業として認定する。また、企業が

認証の申請期間において国境衛生検疫、出入国動植物検疫、輸出入食品化粧品安全、輸出入商品検査

の法令違反に違反する疑いがあり、刑事案件として立件された場合、税関は認証の手続きを終止とする。 

 

信用喪失企業には、輸出入貨物の平均検査検疫のサンプリング率を 80％以上の管理措置を適用する。 

 

認証を得た企業が国境衛生検疫、出入国動植物検疫、輸出入食品化粧品安全、輸出入商品検査に関す

る法令に違反する疑いがあり、刑事案件として立件された場合、税関は適用されている相応な管理措置を一

時停止する。 
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企業が自主的に申告し、且つ税関に警告或いは 50万人民元以下の罰金を科される行為として判定される場

合、税関は企業信用状況の記録事項として登録しない。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

 

 

 

  各地域の税関政策の最新動向 

 

 杭州税関が浙江自貿区の発展にサポートする革新的な取り組みを公表 

 

杭州税関は浙江自貿区の発展をサポートし、多様な革新への取り組みを公表した。例えば、国際貿易の「単

一窓口」を構築するため、「一単多報（一つの通関書類を複数の申告に通用）」を通じて情報を共有化し、

複数政府部門のインターネット窓口に申告する手続きやデータの重複入力などの問題を解消し、全国で初めて

国際就航船舶出入国通関手続きのペーパーレス化を実現した。また、石油製品全サプライチェーンに関わる投

資貿易の便利化を図るため、杭州税関は「地域間の直接供給」、「一隻の船舶によるマルチ供給」、「同一商

品コードに属する保税石油製品の混合」、「異なる税番に属する税石油製品の混合」、グリーン石油化学プロジ

ェクト向けの輸入石油製品「即報即通」の通関迅速化などの12措置を打ち出し、保税燃料油業務の成長を

加速させている。 

 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 
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